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貸借対照表（2020年３月31日現在） (単位：百万円)  
科目 金額  科目 金額 

 

資産の部 

流動資産 

現金預金 

受取手形 

完成工事未収入金 

未成工事支出金 

材料貯蔵品 

短期貸付金 

前払費用 

未収入金 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

構築物 

土地 

その他 

無形固定資産 

ソフトウェア 

その他 

投資その他の資産 

投資有価証券 

関係会社株式 

関係会社長期貸付金 

その他 
 

 

 

10,373 

997 

177 

6,607 

1,775 

431 

185 

60 

124 

22 

△8 

9,367 

5,577 

2,378 

135 

2,745 

319 

205 

170 

34 

3,584 

2,905 

533 

77 

66 
 

 負債の部  

 流動負債 8,927 

 工事未払金 3,517 

 短期借入金 4,300 

 未払金 155 

 未払法人税等 163 

 未成工事受入金 540 

 役員賞与引当金 28 

 完成工事補償引当金 5 

 工事損失引当金 36 

 その他 180 

 固定負債 730 

 長期未払金 8 

 退職給付引当金 604 

 繰延税金負債 55 

 その他 62 

 負債合計 9,658 

 純資産の部  

 株主資本 9,368 

 資本金 801 

 資本剰余金 560 

 資本準備金 560 

 利益剰余金 8,007 

 利益準備金 200 

 その他利益剰余金 7,807 

 固定資産圧縮積立金 326 

 別途積立金 6,000 

 繰越利益剰余金 1,480 

 評価・換算差額等 714 

 その他有価証券評価差額金 714 

 純資産合計 10,082 

資産合計 19,741  負債純資産合計 19,741 
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損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで） (単位：百万円)  

科目 金額 

完成工事高  26,217 

完成工事原価  23,499 

完成工事総利益  2,718 

販売費及び一般管理費  1,925 

営業利益  792 

営業外収益   

受取利息 1  

受取配当金 155  

受取賃貸料 92  

その他 44 294 

営業外費用   

支払利息 11  

貸倒損失 3  

その他 6 20 

経常利益  1,066 

特別利益   

固定資産売却益 1  

移転補償金 8 10 

特別損失   

固定資産除却損 6  

投資有価証券評価損 200  

会員権評価損 1  

関係会社株式評価損 99 307 

税引前当期純利益  768 

法人税、住民税及び事業税 303  

法人税等調整額 21 325 

当期純利益  443 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

ロ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

 

ハ．その他有価証券 

・時価のあるもの 

 

・時価のないもの 

 

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し､ 売

却原価は移動平均法により算定） 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

イ．未成工事支出金 個別法による原価法 

ロ．材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定） 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③ リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引に係るリース資産 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に

基づき計上しております。 

⑤ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。 

⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。 

 

 (4) 収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
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(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

  

 

2．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

建物 34百万円 

土地 26百万円 

投資有価証券 14百万円 

計 75百万円 

② 担保に係る債務 

工事未払金 3百万円 

短期借入金 365百万円 

計 368百万円 
 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,392百万円 

(3) 保証債務 

仕入保証 

西部通信工業（株） 5百万円 

(4) 関係会社に対する金銭債権債務 

① 短期金銭債権 218百万円 

② 長期金銭債権 77百万円 

③ 短期金銭債務 1,725百万円 

(5) 取締役及び監査役に対する金銭債務 

金銭債務 1百万円 

 

3．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

① 営業取引による取引高 

完成工事高 7百万円 

仕入高 2,708百万円 

外注費 2,222百万円 

② 営業取引以外の取引高 193百万円 

(2) 関係会社株式評価損 

当事業年度において、関係会社であります(株)シャペロンに対する関係会社株式評価損99百万円を計上しております。 
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４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金（150百万円）、退職給付引当金（184百万円）の否認等であり、繰延税金負債の発生の

主な原因は、その他有価証券評価差額金（312百万円）、固定資産圧縮積立金（142百万円）であります。 

なお、繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は、191百万円であります。 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主等 

 

種類 会社等の名称 

資 本 金 

又 は 

出 資 金 

（百万円） 

事 業 の 

内 容 

又 は 職 業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被所有 ) 

割合 ( ％ ) 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

親会社 ｺﾑｼｽﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 10,000 

情 報 通信工事事

業、電気設備工事

事業及び情報処理

関連事業等を行う子

会社の経営管理等 

被所有 

直接 100.0 

役員の兼任 

経営管理の契約 

資金の借入 

資金の借入（注1） － 短期借入金 500 

経営管理料（注2） 71 － － 

連結納税に伴う支払

（注3） 
190 未払法人税等 104 

（注１） 資金の借入による利率については、市場金利を勘案して決定しております。なお、この取引に係る金額については、反復かつ継続的に行ってい

るため記載を省略しております。 

（注２） 基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しております。 

（注３） 連結納税制度による連結法人税の支払予定額であります。 

（注４） 取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

（2）子会社及び関連会社等 

 

種類 会社等の名称 

資 本 金 

又 は 

出 資 金 

（百万円） 

事 業 の 

内 容 

又 は 職 業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被所有 ) 

割合 ( ％ ) 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

子会社 明正電設(株) 25 
電気通信工事の 

施 工 

所有 

直接 100.0 

役員の兼任 

当社から発注した

工事の施工 

工事の発注（注5） 1,981 工事未払金 287 

関連会社 九州通信産業(株) 45 
電気通信用資材、 

機器工具等の販売 

所有 

直接  48.1 

役員の兼任 

当社の工事材料

仕入先 

材料の購入（注6） 1,363 工事未払金 400 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注５） 明正電設㈱との価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉のうえ決定しております。 

（注６） 九州通信産業㈱からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定しております。 

（注７） 取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には、消費税等を含めております。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 3,976円07銭 

(2) １株当たり当期純利益 174円95銭 

 
 

 


